




The Growth of the NIGHT system―
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かったのであり，田々に方向を求め，迂余曲折しながら，関連する研究が，さまざまに試
みられた場であったということができるのである。そして今の時点にたって，そこで行な
われたハードウェア，ソフトウェアの開発，試行を年表に作成してみると，その一つ一つ
にかなりの労力，経費を要しながら，これが全体としてシステマティックに集成されなか
ったことがうかびあがってくるのである。
　システムの全体構造がいかなるものか，参加者はプロジェクト・チームの一員として，
いかなる部署で何をすべきか，それを誰が，どのような理念において統率すべきか，そこ
で許される研究の自由と創造性は何か，不可欠な拘束，求められるべき最低限の規準は
何か，組織された集団としての研究は，はたして大学において何処まで可能なのか，いか
なる条件のもとで可能なのか。多くの問題を残したのであった。
　研究の経過については別表にゆずる。この聞チームのメンバーによって発表された論文
抄録は“昭和46年～51年忌IGHTシステムの開発研究総合報告一長崎県広域CMIのソ
フト・ウェアおよび電子通信媒体による実験を中心にして”にまとめられている。ほかに
教育工学成果刊行委員会（代表大塚明郎）編“教育工学の新しい展開”（第一法規　昭和
52年8月）第3章第6節にも“NIGHTシステム”として報告した。
　2成果と問題点
　：NIGHTシステムが発想された時，その固有の意味は先に述べたようにハードウェアに
あった。したがって，端的に目的をしぼって，ハードウェアの利用が，いかに教育の格差
解消に役だつかを証明すれば良かったともいえよう。しかし教育においては，ハードウェ
アにのせるソフトウェア，NIGHTシステムの場合，そのデ・一タ通信網にのせるべき教育
情報の内容が確定しているわけではない。若しソフトウェアが確定していたならば，それ
に応ずる，それに最もふさわしいハードウェアを作成し，そのバー・ドウェアの有効性を実
証すればよいのであるが，ソフトウェアがシステムとして確定しない場合，逆に，当面使
いうるハードウェアにのせうるソフトウェアを作らなければ，実験も成立しない。ところ
で日本において，教育工学が問題になったのは，従来の視聴覚教育や放送教育が，教材の
提示機器としてのメディアに頼っていたことに対し，リスポンス・アナライザーやOHP
が教室に導入され，教師と児童生徒との情報の往復回路が成立した時以来である。リスポ
ンス・アナライザーは，データ通信の端末機器としても利用しうる。教室において収集さ
れたデータを通信回線を使って長崎大学に送り，コンピュータで集中的に処理して教育
場物，特にコンピュータの設置のむつかしい離島の学校にフィードバックすることが，有
効であろうと考えられた。したがって当初求あられたのは，リスポンス・アナライザーを
使う一斉授業のたあのソフトウェアであった。リスポンス・アナライザーは，一斉授業を
常態とする日本の学校現場において発明されたものである。行動主義的な考え方にもとづ
き，個別学習を原則とするプログラム学習において主張されたstep　by　stepの即時フィ
ードバックによる行動強化のための，チェックポイントにおける評価を，集団の場として
の一斉授業にもちこもうとしたものであった。しかし個別学習においては，ステップごと
の学習の達成度が，yesかnoかで判別されるが，一斉授業においては，集団の通過率
としてしか判別しえなかった。しかしそのような利用のしかたにあきたらず，児童生徒ひ
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とりひとりの反応を記録し，個別評価を行なうために電動タイプライターなどがつけられ
た。そこでコンピュータによるデータ処理が期待されたのである。ところでコンピュータ
は，予め内臓されているプログラムによって，多量のデータを，速やかに処理する道具で
あるが，人によってその利用のしかたの重点は異なる。データの即時ブイードバックによ
って教師の学習指導の改善を図ろうとする考え方があれば，一方で，データの蓄積によっ
て児童生徒の，また教師自身の指導の評価をより精密にしょうという考え方がある。コン
ピュータのプログラムによるデータ処理そのものを重視する考え方と，データを媒介とす
る人間の意志決定の機構として位置づけようとする考え，学習指導方法の一般化をねらっ
て，センターにすぐれたシステムをおき，それによって現場をコントロールしょうという
考え方と，ターミナルにおける自主的な利用のために，センターにおいてはコンピュータ
利用の多様かつダイナミックなシステムを準備すべきであるという考え方がある。これら
は，基本的な立場の問題であり，その相異は，研究の方向を規定し，時によって相いれな
い矛盾となり，現実的方策の違いとなってあらわれる。
　教育のソフトウェアにとって，何のためにハードウェアを使ったか，むしろそこが問題
であったのである。
　以上のような原則的な問題のほか，NIGHTシステムの研究にあたって，以下のような
さまざまの問題が存在し，また発生したのである。列挙しながらこれを考察していくこと
にする。
　（1）当初長崎県防災行政無線の利用を予定したが，同無線が本来防災用の無線であるた
め，下りファクシミリの実験は許可されたが，上り回線の利用は許可されず，品々公社の
テレックスならびに電話回線利用のファクシミリによる有料のシステムとなった。結果，
特定の学校との実験回線の設置にとどまり，それぞれの島に拠点校を設けたものの，全県
的な規模での実験に発展する迄にいたらなかった。
　（2）長崎大学の共同利用のコンピュータは磁気テープが使えず，使用時間にも制限があ
ったので，夜間利用からはじめたが，やがて教育工学センターに離島教育情報総合処理装
置が導入された。これはTOSBAC－40C　3基からなるシステムであり，バッチ処理とTSS
両システムのファイルシェアも可能であり，コンセントレーターにコミュニケーション・
コントロール・モデムをもっているが，オペレーション・システムの作成調整に手間どり，
行政無線とのオンラインはもちろん，その準備もできなかった。しかし，ペーパーテープ
パンチ付リスポンス・アナライザーによるデータ採取→テレックスによる送信→オフライ
ンでカードにパンチ→バッチ処理によるデータ変換→ラインプリンターによる出力→ファ
クシミリによる送信，という方法でデータ発生からフィードバックデータの受領まで10分
以内で行なうことができるようになった。
　（3）リスポンス・アナライザーを利用して，いわゆる形成的評価を行なうことは，未だ
一般化していなかったので，授業中のデータをとるためには，予めそれの可能な学習プロ
グラムを準備せざるをえなかった。そのため，48年度長崎市内の教師に委嘱し学習プログ
ラム作成常置委員会をつくり，各教科年間学習プログラムの総の作成をめざし，4月から
準備したが，1～4単元，最高20時間にとどまった。また学習プログラムや教材の印刷な
ど，実験の準備に手間どつた。しかも，現場の学校は，独自のカリキュラム計画があり，
93
NIGHTシステム開発のフィロソフィーと方法論（久保・八田）
実験計画にのせることに限度があった。
　（4）大学における各教科教育学教官の参加によるチーム編成，現場の実験学校の体制づ
くりを考慮し，小学校4教科，中学校8教科の学習プログラムを作成したため，，研究が拡
散した。また教科によっては開発した学習プログラムと現場学校の授業形態とが全くかみ
あわなかった。特定の教科にしぼり，年間通じてのカリキュラムによる実験を，という要
請もあったが，現在の公立学校，特に長崎県の実情において，特定の教科にしぼることは
ためらわれた。しかし，多数教科，学校を対象にしたために多くの教科，学校に対する啓
蒙的役わりを果たすことができた。
　（5）特定の現場の教師を訓練し，目的に即して自ら学習指導の内容方法を改革しながら
実験に参加させるという方法はとれず，大学側で（長崎市内の教師の協力によって），実
験のための学習プログラムを作成供給したため，現場が受動的になり，データの質が不十
分であった。サマースクールを持って，学習プログラムの作成者と実験遂行者との打合せ
はしたが，不十分であった。
　（6）コンピュータによる個別診断が，さらに個別学習へと方向づけられた時，従来の日
本の伝統的な一斉授業の学校体制の中にあって，その基本的な立場において，新しい指導
と評価のシステム，最近いわれるオープン・スクール，インフォーマル・エデュケーショ
ンに通ずるシステムを構想することは殆んど不可能であった。このことが日本において
CAIやCMIを定着させない根本的な理由であると考える。個別学習といっても，結局
は一斉授業の枠の中での個別化，せいぜい方法としての能力別指導であり，目標・内容ま
での個別化とはならないのである。また児童生徒に関する全てのデータは，教師（のみ）
が管理把握しなければならないと考える教師中心志向は，データのコンピュータ処理を疎
外し，子ども自身による学習の管理を許容するにいたっていないのである。
　（7）データとして実践の結果を対象化することと，それに意味を附与し，意志決定をす
るために利用すること，における自由と創造性の余地がこれ迄のカリキュラムに不足して
いた。すなわち，これ迄のテスト体制の下にあっては，データ＝点数一成績という考え方
が支配し，結局，予め設定した基準にいかに適合するか評定することが，データ処理の目
的となり，内容となった。しかも集団の平均点，個人の得点順位が全てであった。センタ
ーにおけるコンピュータによるデータ処理は，あたかも学校や教師に対する評定であるか
のような先入見を与えるものであった。データをコンピュータによって集積することは，
その中から子どもたちの可能性を見つけ，より良い発達の契機を探るためであるというこ
とについての理解の不足があったし，そのように利用できるシステム迄に，データ処理方
法，特に検索方法や出力パターンについての研究が不十分であった。
　（8）しかし不完全であっても，一斉授業について，個別学習について，一定のデータ処
理のシステムは開発した。にもかかわらず，そのデータ利用の面での現場教師とのコミュ
ニケーションのために，テレックス，ファクシミリなど，通信回線を十分前活用すること
に不足があった。今にして思えば，電波通信メデイァは，直接人間対人閥のコミュニケー
ションの手段として，もっとも活用すべきであったのに，コンピュータ・ベースのデータ
の交信だけが目的のように使われた。ヒューマンな柔軟なシステムとしえなかったこと
が，このシステムの発展にとって，好ましくない影響を及ぼしていたと思われる。
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　（9）最後に，以上のことを含め決定的なことは，既にふれたことであるが，プロジェク
トを展開するにあたっての見とおし，厳密な計画がたてられなかったこと，設定した目的
に対する主体的能力としてのスタッフの力量，教育現場のもつ客観的，社会的条件の研究
不足があった。
　結局，はじめにも述べたように，与えられたフィールドの中で，個々人の方法論にもと
つく試行的な研究が展開したのである。プロジェクトの意義はそのための条件整備であっ
た。その結果として，研究はさまざまの方向に進展した。離島教育情報処理のためのコン
ピュータにしても，本来の目的のための，オンラインのシステムとしてでなく，TSSに
よる図書館閲覧業務に現在，稼動しているのである。学習プログラム開発も，個別（応
個）学習の研究，速度論にもとつく学習評価の研究等，基礎的なまた応用的な研究の端緒
となって現在も続けられている。
　以上，私なりの総括には偏りがあると思うが，共同研究者，協力者，援助者の方々への
非礼をかえりみずあえて筆をとった。今後の研究が長崎県という地域に根を下した，教員
養成大学における研究として展開していくことを期したい。　（八田）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和52年10月31日受理）
